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市
議
会
議
員
共
済
会
は
２
月
８

日
、第
９９
回
代
議
員
会
を
東
京
・
日

本
都
市
セ
ン
タ
ー
会
館
で
開
き
、

平
成
２１
年
度
上
半
期
経
理
状
況
の

報
告
の
の
ち
、
２２
年
度
事
業
計
画

及
び
予
算
案
、
地
方
議
会
議
員
年

金
制
度
に
関
す
る
適
切
な
措
置
を

求
め
る
決
議
案
を
審
議
、
い
ず
れ

も
原
案
の
と
お
り
決
定
し
た
。

全
国
市
議
会
議
長
会
（
会
長
�

五
本
幸
正
・
富
山
市
議
会
議
長
）

は
２
月
９
日
、
第
８８
回
評
議
員
会

を
東
京
・
日
本
都
市
セ
ン
タ
ー
会

館
で
開
き
、「
平
成
２２
年
度
一
般

会
計
予
算
案
」「
地
域
主
権
に
関

す
る
調
査
特
別
委
員
会
設
置
要
綱

案
」
な
ど
を
審
議
、
決
定
し
た
。

ま
た
、
「
地
方
議
会
議
員
年
金
制

度
に
関
す
る
適
切
な
措
置
を
求
め

る
決
議
案
」
に
つ
い
て
も
審
議

し
、
原
案
の
と
お
り
決
定
し
た
。

本
会
が
決
定
し
た
決
議
は
、
市

議
会
議
員
共
済
会
（
会
長
�
五
本

幸
正
・
富
山
市
議
会
議
長
）
が
２

月
８
日
の
代
議
員
会
で
決
定
し
た

決
議
�
左
掲
�
と
内
容
を
同
じ
く

す
る
も
の
。
決
議
事
項
の
実
現
に

は
、
本
会
と
共
済
会
の
連
携
が
不

可
欠
と
し
、
両
決
議
を
も
っ
て
地

元
選
出
の
国
会
議
員
へ
、
制
度
存

続
に
向
け
た
理
解
を
求
め
て
い
く

（
本
会
決
議
は
共
済
会
決
議
と
併

せ
、
２
月
１２
日
付
で
各
市
議
会
へ

送
付
済
み
）。

な
お
、
当
日
は
原
口
一
博
・
総

務
大
臣
の
代
理
と
し
て
、
渡
辺
周

・
総
務
副
大
臣
が
評
議
員
会
へ
出

席
し
た
�
挨
拶
要
旨
は
右
掲
。
ま

た
、
岡
本
保
・
総
務
事
務
次
官
が

「
平
成
２２
年
度
に
お
け
る
地
方
行

財
政
の
諸
問
題
」
に
つ
い
て
説
明

し
た
。

地方議会議員年金制度に関する
適切な措置を求める決議

市町村議会議員の年金財政は、平成の大合併の
大規模かつ急速な進展等による議員数の大幅な減
少と受給者の増加により急速に悪化し、平成１４
年及び１８年の２度にわたり自助努力の限界とも
いえる大幅な掛金の引上げと給付の引下げが行わ
れたものの、合併特例法の規定に基づく激変緩和
措置が不十分であったことから、平成２３年度に
は積立金が枯渇し破綻が確実視されている。
このことから、国においては、地方議会議員年

金制度の見直し案を検討することとされている
が、国策によって推進された市町村合併に身をも
って協力した市町村議会議員の強い思いを厳粛に
受けとめ、地方議会議員年金制度について下記に
基づき適切な措置を早急に講ずるよう強く求め
る。

記
１ 市町村議会議員の年金が将来にわたり安定的

に給付が可能となるよう、市町村議会議員年
金制度の安定的運営の確保に向け次の措置を
講ずること。

� 平成の大合併に伴う影響額については、合
併特例法の規定に基づき激変緩和負担金と
して全額公費負担とすること。

� 合併影響分を除いた分の負担割合について
は、他の公的年金制度と同様、議員負担と
公費負担を５対５とすること。

� 給付水準の引下げは行わないこと。
２ １の措置を講ずることができない場合には、

地方議会議員年金制度を廃止することもやむ
を得ないものであるが、その際には、国会議
員互助年金の廃止の例によること。

以上、決議する。

平成２２年２月８日 市議会議員共済会

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1752号２月２５日平成22年
（2010年）

議員年金存続を決議
全市一丸で取り組みを

【渡辺・総務副大臣挨拶要旨】
議員の定数、議決権の範囲の
拡大など、できるところから検
討し、整理ができたものから自
治法改正案としてまとめてい
く。地方の代表者からの意見を
踏まえ、邁進してまいりたい。

第第
８８８８
回回
本本
会会
評評
議議
員員
会会

議議
員員
年年
金金
制制
度度
にに
関関
しし

適適
切切
なな
措措
置置
求求
めめ
決決
議議
共 済 会
代議員会

五
本
幸
正
・
共
済
会
会
長

（１） 平成２２年２月２５日 第１７５２号
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地地
方方
財財
政政
委委
員員
会会

地
方
財
政
委
員
会
（
委
員
長
�

山
下
勝
利
・
大
洲
市
議
会
議
長
）

は
２
月
１０
日
、
東
京
・
全
国
都
市

会
館
で
委
員
会
を
開
き
、
２１
年
度

の
要
望
運
動
結
果
を
報
告
し
た
の

ち
、
次
年
度
委
員
会
へ
の
申
し
送

り
事
項
等
を
決
定
し
た
。

要
望
運
動
結
果
で
は
、
地
方
交

付
税
に
つ
い
て
、
既
定
の
加
算
と

は
別
枠
で
１
・
１
兆
円
が
増
額
さ

れ
る
な
ど
の
措
置
に
よ
り
、
臨
時

財
政
対
策
債
７
・
７
兆
円
を
含
め

た
実
質
的
な
地
方
交
付
税
の
総
額

が
、
前
年
度
比
３
・
６
兆
円
増
の

２４
・
６
兆
円
と
な
っ
た
こ
と
な
ど

を
報
告
し
た
。

申
し
送
り
事
項
は
、
�
地
方
交

付
税
の
増
額
と
機
能
の
強
化
�
財

源
保
障
機
能
及
び
財
政
調
整
機
能

の
強
化
、
地
方
交
付
税
の
算
定
等

を
通
じ
た
確
実
な
財
源
措
置
、

「
地
方
共
有
税
」
の
導
入
、
地
方

交
付
税
・
地
方
財
政
計
画
の
透
明

化
な
ど
�
都
市
税
源
等
の
充
実
強

化
�
消
費
税
等
の
税
源
移
譲
な
ど

に
よ
る
偏
在
性
の
少
な
い
地
方
税

体
系
の
構
築
、
基
地
交
付
金
・
調

整
交
付
金
の
所
要
額
確
保
な
ど
�

地
方
債
資
金
の
所
要
額
の
確
保
等

�
公
債
費
負
担
対
策
の
拡
充
、
合

併
特
例
債
等
の
制
度
拡
充
な
ど
�

地
方
公
営
企
業
の
経
営
健
全
化
等

�
公
営
企
業
繰
出
金
の
所
要
額
の

確
保
等
、
地
方
公
営
企
業
に
対
す

る
財
政
措
置
の
充
実
強
化
な
ど
�

国
庫
補
助
負
担
金
の
整
理
合
理
化

�
直
轄
事
業
負
担
金
制
度
の
抜
本

的
見
直
し
、
国
庫
補
助
負
担
金
の

削
減
な
ど
―
―
の
５
事
項
。

当
日
は
、
総
務
省
自
治
財
政
局

の
満
田
誉
・
地
方
債
課
長
が
「
平

成
２２
年
度
地
方
財
政
対
策
」
に
つ

い
て
、
同
省
自
治
税
務
局
企
画
課

の
山
口
最
丈
・
税
務
企
画
官
が

「
平
成
２２
年
度
地
方
税
制
改
正
」

に
つ
い
て
説
明
し
た
。

社社
会会
文文
教教
委委
員員
会会

社
会
文
教
委
員
会
（
委
員
長
�

二
瓶
雄
吉
・
釧
路
市
議
会
議
長
）

は
２
月
１０
日
、
東
京
・
全
国
都
市

会
館
で
委
員
会
を
開
き
、
２１
年
度

の
要
望
運
動
結
果
を
報
告
し
た
の

ち
、
次
年
度
委
員
会
へ
の
申
し
送

り
事
項
等
を
決
定
し
た
。

要
望
運
動
結
果
で
は
、
明
年
度

医
療
関
係
予
算
に
お
い
て
減
額
さ

れ
る
施
策
が
多
い
が
、
診
療
報
酬

が
１０
年
ぶ
り
の
プ
ラ
ス
改
定
と
な

っ
た
こ
と
、
医
学
部
定
員
に
つ
い

て
過
去
最
多
の
昨
年
度
を
更
に
上

回
る
増
員
が
図
ら
れ
た
こ
と
、
公

立
病
院
へ
の
財
政
措
置
に
つ
い
て

は
引
き
続
き
増
額
と
な
っ
た
こ
と

な
ど
に
つ
い
て
報
告
し
た
。

申
し
送
り
事
項
は
、
�
地
域
医

療
施
策
�
医
師
確
保
の
た
め
の
緊

急
的
か
つ
実
効
性
の
あ
る
施
策
の

推
進
、
救
急
医
療
の
確
保
・
充

実
、
休
日
・
夜
間
の
診
療
体
制
へ

の
支
援
強
化
、
地
域
医
療
の
中
核

を
担
う
公
立
病
院
へ
の
十
分
な
財

政
措
置
�
医
療
保
険
制
度
�
後
期

高
齢
者
医
療
制
度
の
運
用
改
善
及

び
新
た
な
制
度
の
着
実
な
設
計
�

子
ど
も
手
当
�
平
成
２３
年
度
以
降

に
お
け
る
事
務
費
を
含
め
た
全
額

国
庫
負
担
に
よ
る
措
置
�
雇
用
対

策
�
就
労
支
援
体
制
の
強
化
等
―

―
の
４
事
項
。

当
日
は
、
厚
生
労
働
省
医
政
局

指
導
課
医
師
確
保
等
地
域
医
療
対

策
室
の
船
木
新
悦
・
室
長
補
佐
と

同
課
の
救
急
・
周
産
期
医
療
等
対

策
室
の
田
鍋
一
樹
・
救
急
医
療
係

長
が
「
地
域
医
療
政
策
の
課
題
」

に
つ
い
て
説
明
し
た
。

地地
方方
行行
政政
委委
員員
会会

地
方
行
政
委
員
会
（
委
員
長
�

野
々
下
重
夫
・
寝
屋
川
市
議
会
議

長
）
は
２
月
１６
日
、
東
京
・
ル
ポ

ー
ル
麹
町
で
委
員
会
を
開
き
、
２１

年
度
の
要
望
運
動
結
果
を
報
告
し

た
の
ち
、
次
年
度
委
員
会
へ
の
申

し
送
り
事
項
等
を
決
定
し
た
。

要
望
運
動
結
果
で
は
、
地
方
分

権
推
進
委
員
会
の
勧
告
な
ど
に
つ

い
て
報
告
し
た

申
し
送
り
事
項
は
、
�
地
域
主

権
改
革
の
推
進
�
国
と
地
方
の
役

割
分
担
の
見
直
し
と
事
務
・
権
限

及
び
財
源
の
一
体
的
な
移
譲
な
ど

�
地
方
議
会
の
権
能
強
化
等
�
議

長
へ
の
議
会
招
集
権
の
付
与
、
地

方
議
員
の
法
的
位
置
付
け
の
明
確

化
な
ど
�
消
防
防
災
体
制
の
充
実

強
化
�
消
防
防
災
施
設
・
設
備
整

備
及
び
消
防
広
域
化
事
業
に
対
す

る
財
政
措
置
の
充
実
�
過
疎
地
域

の
自
立
促
進
�
過
疎
地
域
に
対
す

る
財
政
措
置
の
充
実
�
合
併
市
町

村
に
対
す
る
支
援
の
拡
充
等
�
合

併
市
町
村
に
対
す
る
財
政
措
置
の

充
実
�
基
地
関
係
予
算
の
確
保
等

�
基
地
交
付
金
・
調
整
交
付
金
の

所
要
額
確
保
な
ど
�
治
安
対
策
の

強
化
等
�
組
織
犯
罪
、
銃
器
使
用

の
凶
悪
犯
罪
へ
の
取
り
組
み
強
化

な
ど
�
北
方
領
土
返
還
�
早
期
の

返
還
実
現
な
ど
	
人
権
救
済
制
度

の
確
立
�
人
権
教
育
及
び
人
権
啓

発
の
推
進
な
ど
―
―
の
９
事
項
。

当
日
は
、
内
閣
府
地
域
主
権
戦

略
室
の
望
月
達
史
・
次
長
が
「
地

域
主
権
改
革
の
動
向
」
に
つ
い
て

説
明
し
た
。

全
国
市
議
会
議
長
会
の
地
方
財
政
、
社
会
文
教
、
地
方
行
政
、
産
業
経
済
、
建
設
運
輸
の
各
委
員
会
は
、

２
月
１０
日
か
ら
１９
日
に
か
け
て
そ
れ
ぞ
れ
委
員
会
を
開
い
た
。
平
成
２１
年
度
の
要
望
運
動
結
果
に
つ
い
て
報

告
し
た
ほ
か
、
２２
年
度
へ
の
申
し
送
り
事
項
等
を
決
定
し
た
。
会
議
概
要
と
申
し
送
り
事
項
は
次
の
と
お
り
。

要
望
運
動
結
果
の
概
要
は
次
号
か
ら
順
次
掲
載
す
る
。

本 会

５５
委委
員員
会会
がが
活活
動動
報報
告告

２２
年
度
へ
の
申
し
送
り
事
項
を
決
定

野
々
下
重
夫
・
地
行
委
員
長

二瓶雄吉・社文委員長

山
下
勝
利
・
地
財
委
員
長

第１７５２号 平成２２年２月２５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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産産
業業
経経
済済
委委
員員
会会

産
業
経
済
委
員
会
（
委
員
長
�

中
島
武
津
雄
・
飯
田
市
議
会
議

長
）
は
２
月
１６
日
、
東
京
・
全
国

都
市
会
館
で
委
員
会
を
開
き
、
２１

年
度
の
要
望
運
動
結
果
を
報
告
し

た
の
ち
、
次
年
度
委
員
会
へ
の
申

し
送
り
事
項
等
を
決
定
し
た
。

要
望
運
動
結
果
で
は
、
平
成
２３

年
度
に
本
格
導
入
が
予
定
さ
れ
る

「
戸
別
所
得
補
償
制
度
」
に
つ
い

て
、
明
年
度
を
モ
デ
ル
対
策
期
間

と
位
置
付
け
ら
れ
て
い
る
こ
と
な

ど
を
報
告
し
た
。

申
し
送
り
事
項
は
、
�
農
林
水

産
業
振
興
�
担
い
手
の
確
保
・
育

成
対
策
の
拡
充
強
化
な
ど
�
食
の

安
全
・
安
心
�
「
農
業
生
産
工
程

管
理
手
法
（
Ｇ
Ａ
Ｐ
）
」
な
ど
食

の
安
全
性
を
高
め
る
施
策
の
充
実

�
中
小
企
業
振
興
�
緊
急
信
用
保

証
等
、
経
済
支
援
策
の
一
層
の
強

化
―
―
の
３
事
項
。

当
日
は
、
農
林
水
産
省
大
臣
官

房
予
算
課
の
前
田
剛
志
・
課
長
補

佐
が
「
平
成
２２
年
度
農
林
水
産
予

算
の
概
要
」
に
つ
い
て
、
中
小
企

業
庁
の
後
藤
収
・
長
官
官
房
参
事

官
が
「
平
成
２２
年
度
中
小
企
業
関

連
予
算
」
に
つ
い
て
説
明
し
た
。

建建
設設
運運
輸輸
委委
員員
会会

建
設
運
輸
委
員
会
（
委
員
長＝

田
村
兼
夫
・
牧
之
原
市
議
会
議

長
）
は
２
月
１９
日
、
東
京
・
全
国

都
市
会
館
で
委
員
会
を
開
き
、
２１

年
度
の
要
望
運
動
結
果
を
報
告
し

た
の
ち
、
次
年
度
委
員
会
へ
の
申

し
送
り
事
項
等
を
決
定
し
た
。

要
望
運
動
結
果
で
は
、
公
共
事

業
関
係
費
の
削
減
に
よ
り
道
路
関

係
予
算
が
大
幅
減
と
な
っ
た
こ
と

な
ど
を
報
告
し
た
。

申
し
送
り
事
項
は
、
�
各
種
交

通
網
の
整
備
推
進＝

地
域
の
実
情

に
応
じ
た
地
方
道
路
財
源
の
確
保

な
ど
�
自
然
災
害
対
策
の
推
進＝

地
震
防
災
対
策
の
法
律
に
基
づ
く

各
種
施
策
の
早
期
具
現
化
と
財
政

措
置
な
ど
�
都
市
再
生
・
地
域
再

生
の
整
備
推
進＝

地
域
の
活
性
化

に
向
け
た
住
宅
・
市
街
地
・
都
市

公
園
な
ど
都
市
地
域
環
境
の
整
備

―
―
の
３
事
項
。

当
日
は
、
国
土
交
通
省
道
路
局

の
徳
山
日
出
男
・
企
画
課
長
が

「
平
成
２２
年
度
道
路
関
係
予
算
の

概
要
」
、
観
光
庁
の
加
藤
隆
司
・

総
務
課
長
が
「
観
光
立
国
の
実
現

に
向
け
て
」に
つ
い
て
説
明
し
た
。

広
域
行
政
圏
市
議
会
協
議
会
は

２
月
１８
日
、
東
京
・
九
段
会
館
で

第
４１
回
総
会
を
開
催
し
、
２２
年
度

の
運
動
方
針
や
予
算
な
ど
に
つ
い

て
協
議
、
原
案
の
と
お
り
決
定
し

た
。広

域
行
政
圏
は
、
こ
れ
ま
で
各

市
町
村
の
様
々
な
行
政
課
題
に
対

し
、
自
ら
共
同
処
理
方
式
に
よ

り
、
行
政
の
効
率
化
及
び
住
民
サ

ー
ビ
ス
の
向
上
に
努
め
て
き
た
。

し
か
し
近
年
は
平
成
の
大
合
併

に
伴
い
、
広
域
行
政
圏
内
の
市
町

村
数
が
著
し
く
減
少
し
た
圏
域

や
、
広
域
行
政
機
構
を
有
し
な
い

圏
域
が
広
が
る
な
ど
、
圏
域
ご
と

に
構
成
状
況
が
大
き
く
異
な
っ
て

き
て
い
る
。

こ
う
し
た
中
、
２１
年
３
月
３１
日

を
も
っ
て
広
域
行
政
圏
計
画
策
定

要
綱
が
廃
止
さ
れ
た
。
今
後
、
従

来
の
広
域
行
政
圏
に
係
る
圏
域
の

枠
組
み
を
維
持
し
て
い
く
か
ど
う

か
は
、
各
圏
域
を
構
成
す
る
関
係

市
町
村
の
自
主
的
な
協
議
に
よ
る

こ
と
と
さ
れ
た
。

一
方
、
今
年
１
月
に
設
置
さ
れ

た
政
府
の
地
方
行
財
政
検
討
会
議

で
は
、
自
治
体
の
基
本
構
造
の
あ

り
方
、
自
治
体
の
自
由
度
の
拡
大

な
ど
に
つ
い
て
検
討
を
行
い
、
地

方
自
治
法
の
抜
本
的
な
改
正
を
行

う
と
し
て
い
る
。

こ
の
た
め
同
協
議
会
は
、
２２
年

度
の
運
動
方
針
と
し
て
▽
広
域
行

政
圏
施
策
に
対
す
る
地
方
交
付
税

等
に
よ
る
財
政
支
援
措
置
の
拡
充

強
化
▽
地
域
活
性
化
事
業
債
の
拡

充
強
化
―
―
な
ど
を
目
標
に
掲

げ
、
そ
の
実
現
に
向
け
関
係
方
面

へ
要
望
運
動
を
行
う
と
し
た
。

当
日
は
、
総
務
省
の
佐
村
知
子

・
大
臣
官
房
審
議
官
が
「
地
方
分

権
と
広
域
行
政
を
め
ぐ
る
最
近
の

動
向
」
に
つ
い
て
説
明
し
た
。

▼
議
長

▽
西
脇

北
詰
勝
之（
１１
・
２４
）

▽
駒
ヶ
根

坂
井
昌
平（
１１
・
２６
）

▽
雲
仙

石
田
�
春（
１１
・
２６
）

▽
観
音
寺

大
賀
正
三（
１１
・
２７
）

▽
奄
美

世
門

光（
１１
・
２７
）

▽
五
泉

土
田
春
夫（
１１
・
３０
）

▽
射
水

四
柳

允（
１１
・
３０
）

▽
甲
州

岡

武
男（
１１
・
３０
）

▽
川
口

岩
澤
勝
徳（
１１
・
３０
）

▽
三
好

木
下
善
之（
１１
・
３０
）

▽
南
さ
つ
ま
大
原
俊
博（
１１
・
３０
）

▽
滑
川

中
川

勲（
１２
・
１
）

▽
い
な
べ

伊
藤
弘
美（
１２
・
１
）

▽
阿
南

嶋
尾
秀
昭（
１２
・
１
）

▽
四
国
中
央
鈴
木
邦
雄（
１２
・
１
）

▼
副
議
長

▽
西
脇

池
田
勝
雄（
１１
・
２４
）

▽
駒
ヶ
根

宮
澤
清
高（
１１
・
２６
）

▽
東
か
が
わ
橋
本

守（
１１
・
２６
）

▽
雲
仙

松
尾
文
昭（
１１
・
２６
）

▽
観
音
寺
黒
川
健
太
郎（
１１
・
２７
）

▽
奄
美

与

勝
広（
１１
・
２７
）

▽
射
水

高
橋
賢
治（
１１
・
３０
）

▽
甲
州

矢
野
義
典（
１１
・
３０
）

▽
三
好

平
岡
進
治（
１１
・
３０
）

▽
南
さ
つ
ま
若
松
正
伸（
１１
・
３０
）

▽
滑
川

開
田
晃
江（
１２
・
１
）

▽
い
な
べ

近
藤
幸
洋（
１２
・
１
）

▽
阿
南

横
田
守
弘（
１２
・
１
）

▽
四
国
中
央
篠
永
誠
司（
１２
・
１
）

議議
会会
人人
事事

要望運動方針を決定
広域協議会が総会

田村兼夫・建運委員長

中島武津雄・産経委員長

戸高裕之・副会長（会長職務代理、宮崎市）
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患
者
数
が
毎
年
約
１
０
０
０
人

に
上
る
と
推
定
さ
れ
る
細
菌
性
髄

膜
炎
は
、
乳
幼
児
が
か
か
る
と
、

て
ん
か
ん
や
聴
覚
・
言
語
障
害
な

ど
の
重
い
後
遺
症
が
残
る
こ
と
も

多
く
、
死
に
至
る
恐
れ
も
高
い
危

険
な
感
染
症
で
あ
る
。

細
菌
性
髄
膜
炎
の
主
な
起
因
菌

は
、イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
菌
ｂ
型（
ヒ

ブ
）と
肺
炎
球
菌
に
よ
る
も
の
で
、

乳
幼
児
の
場
合
は
、
６
割
以
上
が

ヒ
ブ
髄
膜
炎
と
い
わ
れ
て
い
る
。

世
界
保
健
機
構（
Ｗ
Ｈ
Ｏ
）は
ワ
ク

チ
ン
の
定
期
予
防
接
種
を
推
奨
し

て
お
り
、
米
国
な
ど
既
に
ワ
ク
チ

ン
の
定
期
接
種
を
行
っ
て
い
る
多

く
の
国
で
は
、
発
症
率
が
大
幅
に

減
少
し
て
い
る
。

日
本
で
は
、
ヒ
ブ
ワ
ク
チ
ン
が

平
成
２０
年
１２
月
に
導
入
、
小
児
用

肺
炎
球
菌
ワ
ク
チ
ン
（
７
価
ワ
ク

チ
ン
）
は
２２
年
春
ま
で
に
販
売
開

始
の
予
定
だ
が
、
任
意
接
種
で
あ

る
た
め
自
己
負
担
が
大
き
い
。

こ
の
た
め
意
見
書
で
は
、
ヒ
ブ

ワ
ク
チ
ン
お
よ
び
７
価
肺
炎
球
菌

ワ
ク
チ
ン
の
公
費
に
よ
る
定
期
接

種
化
を
求
め
て
い
る
。

電
源
立
地
地
域
対
策
交
付
金
の

水
力
発
電
施
設
周
辺
地
域
交
付
金

相
当
部
分
（
水
力
交
付
金
）
は
、

水
力
発
電
ダ
ム
に
関
わ
る
発
電
用

施
設
周
辺
地
域
住
民
の
福
祉
の
向

上
を
図
り
、
発
電
用
施
設
の
設
置

及
び
運
転
の
円
滑
化
に
資
す
る
こ

と
を
目
的
に
昭
和
５６
年
に
創
設
さ

れ
た
。
交
付
額
は
発
電
電
力
量
に

応
じ
て
算
出
さ
れ
、
最
長
交
付
期

間
は
３０
年
と
さ
れ
て
い
る
。

関
係
市
町
村
で
は
こ
の
水
力
交

付
金
を
活
用
し
、
防
火
水
槽
や
防

災
施
設
整
備
な
ど
を
行
い
、
住
民

生
活
の
利
便
性
向
上
を
図
っ
て
い

る
が
、
現
在
の
制
度
で
は
、
間
も

な
く
最
長
交
付
期
間
の
３０
年
を
迎

え
、
交
付
金
が
終
了
す
る
こ
と
と

な
る
。
そ
の
場
合
、
水
力
発
電
施

設
の
円
滑
な
運
転
継
続
や
新
規
の

電
源
立
地
に
支
障
を
き
た
す
こ
と

が
危
惧
さ
れ
る
。

こ
の
た
め
意
見
書
で
は
▽
水
力

交
付
金
制
度
の
期
間
延
長
▽
交
付

条
件
の
改
善
、
事
務
手
続
き
の
簡

素
化
―
―
な
ど
を
求
め
て
い
る
。

本
会
で
は
こ
の
ほ
ど
、
各
市
議
会
か
ら
任
意
に
提
供
さ
れ
た
平
成
２１
年
１２
月
定
例
会
を
中
心
と
し
た
意

見
書
・
決
議
の
議
決
状
況
を（
上
）（
下
）に
ま
と
め
た
。
今
回（
上
）で
多
か
っ
た
の
は
、
細
菌
性
髄
膜
炎
の

予
防
ワ
ク
チ
ン
の
定
期
接
種
化
を
求
め
る
も
の
１
０
６
件
。
次
に
、
２２
年
度
末
に
交
付
期
限
を
迎
え
る
電

源
立
地
地
域
対
策
交
付
金
制
度
の
延
長
を
求
め
る
も
の
１
０
４
件
で
ほ
ぼ
同
数
と
な
っ
て
い
る
。

議会

意見書・決議の議決状況（上） （２１．１１．１～１２．３１）

決 議
【税・財政】 【 ２５２】 【 ２】
○電源立地地域対策交付金制度の交付期間 １０４ ―
延長
○住民税、所得税の配偶者控除・扶養控除 ２５ ―
の廃止反対
○平成２２年度予算の年内編成 ２４ ―
○地域の暮らしを守るための国の予算執行 ２０ ―
及び予算編成
○その他 ７９ ２
【地方行政・議会・選挙】 【 ９７】 【 ８】
○国として直接地方の声を聞く仕組みの保障 ３６ ―
○「新過疎法」の制定促進 １９ ―
○永住外国人への地方参政権付与の法制化 １２ １
に反対
○その他 ３０ ７
【医療・保健衛生】 【 ２２２】 【 ３】
○ヒブワクチン及び肺炎球菌ワクチンへの １０６ ―
公費助成、定期接種化など
○子宮頸がん撲滅のための施策の充実 １５ ―
○新型インフルエンザ対策の充実・強化など １３ ―
○保険でよい歯科医療の実現 １２ ―
○その他 ７６ ３
【教育・文化】 【 ９４】 【 ２】
○悉皆（しっかい）方式による全国学力・学習
状況調査の継続 ２０ ―
○教育予算の拡充 １７ ―
○義務教育費国庫負担制度の堅持 １３ ―
○その他 ４４ ２
【農林・水産】 【 ２０５】 【 ０】
○食品表示制度の抜本改正 ５７ ―
○日米ＦＴＡ（自由貿易協定）反対など ４４ ―
○農山漁村の多面的機能を維持する施策の ２８ ―
推進
○平成２２年度戸別所得補償モデル対策及び １４ ―
関連政策の充実
○農業共済事業の健全な発展など １４ ―
○新たな食料・農業・農村基本計画の策定 １３ ―
○その他 ３５ ―
【公害・環境保全】 【 ５４】 【 ２】
○エコポイント制度並びにエコカー補助金 ３０ ―
の継続実施
○新・北海道石炭じん肺第３陣訴訟につい ６ ―
て「消滅時効」の援用に反対
○その他 １８ ２
【合 計】 【 ９２４】 【 １７】
【総合計】 【 １，６５９】 【 ４８】

意見書件 名

細
菌
性
髄
膜
炎

予
防
ワ
ク
チ
ン

定
期
接
種
化
が
最
多

１１２２
月月
定定
例例
会会
のの

意意
見見
書書
・・
決決
議議
のの
状状
況況

（上）

「
水
力
交
付
金
の
期
間
延
長
」も
急
増
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